













































































































参加人たるＹの受けた敗訴判決（Ｘ請求認容判決）によって確定されるＹ保証債務の存在 ＺのＹに対する求償債務との間に論理的関係を肯定 でき、これによって、Ｚの訴訟追行権が基礎づけられることになる。なお、被参加人が異議を述べた場合であっても、補助参加人に訴訟追行権が付与 点に着目すると、補助参加も、補助参加人に生じうる実体法上の不利益の回避を目的とするという意味において、詐害防止参加としての機能も有しているといえよう。　
補助参加人は自己の名と費用で訴訟に関与する者であり、参加訴訟における請求について、原則として、被参加







































































以上のことから、 審理の内容に関する補助参加人の従属的地位 特有の規律は、 被参加人と補助参加人との間で、





人による が被参加人に対して利益 なるか否かを問わず、 の訴訟追行の効力を否定する権能を被参加人に付与する規律ということができる。　
②の内容も必ずしも明確であるとはいえないが、積極的抵触における規制 対象は、弁論主義の適用があ 主要
























利益との間の実体的法律関係（以下 「補助 係」という）によって根拠づけられる。そして 弁論主義および処分権主義によって保障された被参加人の決定権能を尊重すべきであると う考え方に基づき、積極的抵触の局面に限って、被参加人には、補助参加人 訴訟追行に対する牽制権能が認めら こ になる。これが、審理の内容に関する補助参加人の従属的地位の内実と うことができ 。このこ は、積極的抵触では い局面 は 補助参加人の訴訟追行権は、請求の処分（ないし変更）に係る訴訟行為ができ い点を除くと、被参加人のそ 同等であり、補助参加人であること みを理由としては、特 制約 課されていないこと 意味している。補助参加の利益（ないし 関係）によって根拠づけら 補助参加人の 追 権は （弁論主義および処分
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号） 、ＺＹ間の関係でも、Ｚの権利が失効することになる。そして、このような関係にあることが、Ｘの敗訴招来行為に対して、Ｚに牽制権能を付与することを正当化しているということができ、そ であるとす と、訴訟追行の（不）利益性を基準とした民訴法四〇条一項を準用する（民訴法四〇条一項が準用される結果、補助参加人にとって不利益となる被参加人による敗訴招来行為 効力 否定される）という規律は妥当なものといえよう。　
もっとも、被参加人たるＸが、訴訟係属の効果を消滅させる訴訟行為、具体的には、訴えの取下げや請求の放棄






























ても、敗訴招来行為をする訴訟追行権が否定されていると捉え ことが 切であ よ に思われ 。　
民訴法四〇条一項の規律は、被参加人の訴訟行為と補助参加人の訴訟行為とが、それぞれ有効になされることを


















































助参加人の牽制権能と当事者性とは連動してい 。この意味で、牽制権能 付与するためには、訴訟参加人を当事者の地位に据える必要があるという大正改正で支配的であった思考 ミスリーディングといえよう。　
補助参加人の従属的地位が解除されるべき局面は多様であり、その解除の正当化根拠も、各々に応じて様々であ



































































































































補助参加関係の存在を要求する趣旨であると解したとしても、 【事例５】 、通説的な理解 よる限り ＹＺ間に補助参加関係を肯定す ことはできないため、牽制権能の前提 なる訴訟追行権は否定されることになろう。　
この議論に関しては、兼子説が手がかりとなる。先述したように 兼子説は、一般債権者の詐害防止参加が許容












優先権が認められる地位にある 人（詐害行為取消権や債権者代位権の要件を充た 債権者や差押債権者等）に対して、当該権利義務の主体たる当事者による訴訟追 へ 牽制 能を付与する見解と捉え ことができる。　
【事例５】で、兼子説に立ち、一般債権者であるＺが、ＺＹ債権の存在とＹの無資力の疎明ができたとすると、






















ＺにＸＹ請求に対する牽制権能 付与することの正当化根拠が問題とな 。いずれにしても、 【事例６】では、 「関連紛争の実体的な統一的解決」を求めるＺの利益を重視するか否かがポイントとなるといえよう。　
保証人に対して有利に作用する反射効を認めたうえで、判決効説に立つと、Ｚの詐害防止参加は許容されること













すると、ＺにはＸＹ請求についての訴訟追行権が認められないこ になり、判決効説と馴れ合い防止説のいずれによっても、詐害防止参加は許容されないことに る（Ｚの詐害防止参加の申出は、ＺＹ請求を訴訟物とする新訴提起とＸＹ請求との併合の申出として捉える ろう） 。　
補助参加関係の存否を考える前提として、 【事例６】では、そもそも、Ｚに牽制権能を認める必要があるかを検討
する必要がある。反射効を認めるか否かにかかわらず と て避けたい典型的な状況は、Ｘから提起されうる保証債務の履行を求める訴え あるいは、Ｘを被告 する保証債務の不存在 確認を求める訴えにおける判決がなされる前に、 ＸＹ間でＸ請求認容判決がなされることにあ 。 Ｙ主債務の存在を確定するＸ請求認容判決の既判力は、Ｚの保証債務の存否について、法的に影響を与え ものでは が、ＸＺ訴訟ない 訴訟外でのＸＺ間の交渉に対して、Ｘ請求認容判決の存在がＺにとって事実上 不利益 なりう を否定できないからである。もっとも、このようなＺに生じう 事実上の不利益は ＸＹ請求に係 判決とＺＹ間 請求に係る判決とが同時になされることによっても回避することができる。このように解す と 民訴法四〇条一項 準用 、Ｚに牽制権能 付与することは、過剰規制となりうる。 【事例６】でＺの詐害防止参加を許容するとしても、そ 効果は、弁論および裁判の分離を内実とする民訴法四〇条三項（および同条二項）の準用に限定することも考えられよう。もっ も、この
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のような強度の詐害性が認定されない限り、 【事例７】 で、 Ｚへの牽制権能の付与を正当化することは困難であるといえよう。　
それでもなお、 【事例７】 におけるＺの詐害防止参加を許容する方向で考えるのであれば、 詐害防止参加の制度趣

























ないといえる。しかし、民訴法四七条四項が一律に民訴法四〇条一項の準用を規定しているため、効果に関しては、過剰規制がなされてきたといえるとともに、 要件に関しては、 牽制権能の付与を必要と ないにもかかわらず、牽制権能の獲得を目的とする類型と同一の要件（判決効の拡張や「馴れ合い」 有無）が適用されてきたということができる。　







































体系書・注釈類は、主として、新堂幸司『新民事訴訟法（第五版） 』 （弘文堂、二〇一一） 、高橋宏志『重点講義民事訴訟法



















三木＝山本・前掲注 （１） 三二頁以下および四六頁以下 共同訴訟的補助参加の規定の新設と詐害防止参加の規定の排除を
提唱するのに対して、高橋・前掲注 （１） 五〇四頁注⑻は、 「請求なき当事者参加を認めるとすると、共同訴訟的補助参加の必要性は疑われるべきであるかも知れな 」として、共同訴訟的補助参加という参加類型について消極的な立場をとる。
（７）
　
訴訟参加制度の沿革については、山木戸・前掲注 （１） 二七六頁以下、桜井・前掲注 （１） 二二二頁以下、徳田・前掲注 （１





 完（東京専門学校講義録） 』 （出版社・出版年不明／





（第二巻） 』 （弘文堂書房、一九二四） 、早川彌三郎『改正民事訴訟法要義』 （明治堂書店、一九二七） 、岩本勇次郎＝三ヶ尻好人『新民事訴訟法要論（下） 』 （巌松堂書店、一九二八） 、岩澤彰二郞「民事訴訟参加」司法研究第八輯報告書集一（一九二八）所収、勅使河原直三郎『改正民事訴訟法概論』 （巌松堂書房、一九二八） 、菰淵清雄『改正民事訴訟法註解』 （清水書店、一九二九） 中村宗雄『改正 評釋』 （厳松堂書店、一九三〇） 、長島毅＝森田豊次郎『改正民事訴訟法解釋』 （一九三〇、清水書店） 、竹野竹三郎『新 釋義（上巻） 』 （有斐閣 三〇 、松岡義正『新 釈（第二巻） 』 （清水書店、一九三〇 山内確三郎『民事訴訟法の改正（第一巻） 』 法律新報社、一九三〇／信山社、二〇〇九復刻） 、細野長良『民事訴訟法要義（第二巻） 』 （巌松堂書店、一九三一） 、中島弘道『日本民事訴訟法（第一編） 』 （松華堂書店、一九三九）二七八頁 前野順一『民事訴訟法論（第二編乃至第五編） 』 松華堂書店、一九三九）等である。
訴訟参加論に関する議論の多大な影響を与えたと考えられる兼子理論については、菊井維大＝兼子一『中華民國民事訴訟法





三者の訴訟参加（一） （二） 」金沢法学四九巻 号（二〇〇七 三一 頁、同五三巻二号 二〇一 ）一 三頁 ） 、特別法に関する議論の検討は、本稿では割愛する。
（
（0）　




兼子体系・前掲注 （８） 三三九頁、笠井正俊「補助参加の利益 関する覚書」井上治典先生追悼論文集『民事紛争と手続理論
の現在』 （法律文化社、二〇〇八）二一五頁、伊東俊明「補助参加の利益について」松本博之先生古稀記念『民事手続法制の展開と手続原則』 （弘文堂、二〇一六）一四三頁等参照。なお、 理的関係が肯定されないにもかかわらず 当事者が異議を述べない場合における補助参加人の訴訟追行権 、異議権の不行使という意味における当事者 承諾 合意）によって根拠づけることができると考える。
（
（（）　



























高田・前掲注 （１） 六五一頁 ⑾参照。
（
（0）　







新堂・前掲注 （１） 八〇七頁以下、高橋・前掲注 （１） 四三三頁注⑿、三木ほか・前掲注 （
（0） 五六五頁（菱田）等。被参加人に
中止・中断事由が生じた場合 、 積極的な訴訟追行をする見込みのない被参加人のために、 参加訴訟の進行を停止することは、手続の進度が遅くなるという意味で、補助参加人の訴訟追行権を不当 制約することになると評価することもできよう。
（
（（）　










































 財産編第二部人権及ヒ義務（上） （復刻版） 』 （一九九七、信山社）一四六四頁以下は、 「債権者カ原告ト為リ若クハ被
告ト為リテ第三者ト訴訟ヲ為スニ當リ債権者カ其訴訟ニ干輿シ原被ニ共謀ヲ以テ自己ノ不利益ヲ醸スニ至ルカ如キコトヲ防キ且ツ債務者ノ権利ヲ充分ニ伸張セシムルヲ期スルナリ尚ホ民事訴訟法第五十一條以下参看スヘシ」 （一四六八頁）とし、井上正一『民法〔明治二三年〕釈義





合と解すべきであり、 「民法ニ於テ」という文言は、判決の既判力は実体法上の効力 あり、民法で規定されることを意味するものであるが、その趣旨を充分に示すこ ができていないのは、 「立法技術ノ拙劣ナリ ニ基クモノ」であるとして、既判力が従参加人に及ぶ場合に従属的地位を解除しな ことは、 「従参加人ニ対シ酷」という（山田・前掲注 （８） 二一九頁以下。山田正三『判例批評民事訴訟法 （一） 』 （弘文堂、一九二三）一八頁以下〔被参加人の意思に反してなされた上告を不適法とした大判大正七年二月七日民録二四輯一巻三〇頁の判例批評〕 、同一八六 前掲大判大正九年一〇月三〇日の判例批評〕 も参照） 。
前田直之助は、明治民訴法五四条二項但書の「民法」は、実体法だけに限らず、 「訴訟法」も含めて理解すべきであり、対











瀧川・前掲注 （１） 三二六頁、櫻井・前掲注 （１） 二二三頁、松原・前掲注 （１） 五七六頁等。
（
（（）　
大正改正の過程では、 従参加を充実させる方向での提案がなされたが 民事訴訟法修正案六六条および民訴甲一号六八条 〔立
法資料①②〕 、民事訴訟法改正案〔旧法典調査会案〕七一条〔立法資料④〕 。第三〇回法典調査会〔明治三四年六月二五日〕における仁井田の議論〔立法資料③〕も参照） 、最終的には、参加要件等の主要な点について、実質的な改正はなされなかった（松岡・前掲注 （８） 三七四頁以下、山内・前掲注 （８） 一二四頁参照） 。
改正の議論において、補助参加人が当事者 しての地位を有していない点が過度に重視されていたこと、および、補助参加
人に対して牽制権能を付与する根拠に関する理解が不統一であったこと（ 「詐害防止」と「合 確定の要請」の関係が不明確であったこと）が、補助参加制度の充実化 試みを頓挫させた理由と推知しうる（ 〔立法資料⑤〕および〔立法資料⑥〕参照） 。
関連する立法資料は、以下のとおりである。
①民事訴訟法修正案（松本博之＝河野正憲＝徳田和幸編著『日本立法資料全集







































































「訴訟担任」は、被参加人と相手方の同意によって従参加人を当事者とする規律である。実質的に当事者変更を認める制度と位置づける点では理解が一致していたといえるが（高木・前掲注 （８） 二三八頁以下、宮城・前掲注 （８） 二九五頁、江木・前掲注 （８） 二五二頁以下、佐伯・前掲注 （８） 九五頁以下等参照） 、要件・効果等に関する理解は極めて不明瞭であった。当時の体系書等をみても、訴訟担任について深く言及するものは多くないが、比較的詳細に論じる見解を紹介することによって、当時の理解の一端を示すこととする（中込宗造「従参加人訴訟擔任ノ性質及ヒ主タル当事者ニ及ホス効果」法學新報一九巻（一九〇九）九九頁。山木戸・前掲注 （１） 二八二頁以下も参照） 。早川彌三郎『民事訴訟法論』 （改訂第三版、一九二 、明治堂書店）は、明治民訴五八条について、 「当事者ヲ変更スルコト
ハ承継人ノ訴訟承継ノ場合ノ外」 「之レ無キ所ニシテ之レ訴訟手続上ノ一大例外ヲ為スモノトス之レ従参加人ハ訴訟ノ利害ニ付キ主タル当事者ト同様ノ地位ニ立ツコト多キカ故 自ヲ其補助スル原告若クハ被告ニ代ハリテ訴訟ヲ担任シ其原告又ハ被告ト交代スルコトヲ許シタルモノナリ（ ノ利害ニ関シ当事者ト同様ノ地位ニ立ツヘキ従参加人ハ独逸民事訴訟法ニ於テ之ヲ共同訴訟人的従参加人 称シ其他ノ種類ニ属スル従参加人ハ之ヲ 属的従 加人ト称シタリ）従参加人カ訴訟ヲ担任シタルトキハ主タル原告若クハ被告ハ其申立ニ因リ訴訟ヨリ脱退セシムヘキモノニシテ裁判所ハ其脱退 付キ判決ヲ為スヘキモノナリ」 （一一五頁）と説明する。
仁井田・前掲注 （８） 六一〇頁は、訴訟担任について、 「従参加人カ 訟ヲ担任スル旨ノ意思ヲ表示セル場合ニ於テ其意思表
示カ効力ヲ生シタル 従参加人ハ其ノ補助セル原告又ハ被告ニ代リテ当事者ト為ルニ至ルモノトス」として、その場合には、 「原告又ハ被告ハ法律上当事者タル資格ヲ失フモ ト謂フヘシ」という。
松岡・前掲注 （８） 三八七頁は、大正改正後においても、 「参加人ハ本訴訟ノ当事者双方ノ同意ヲ得テ本訴訟ノ主体ト為ルコ




は特に制限はなく、従参加できる場合には、代位参加をすることができる（具体例として、 「主タル原告若ハ被告ニ対シテ担保ノ責務ヲ負場合」と「民法ニ従ヒ債権者カ其債務者ニ対スル権利ヲ申立テ及ヒ其訴権ヲ行フコト得ヘキ場合」 〔明治民訴法五四条二項但書・旧民法財産編三九九条を引用する〕を挙げる）とし、代位参加がなされた場合には、 「代位者ノ訴訟」となり、 「訴訟ノ物体タル権利関係ハ代位者ノ権利関係トナルヘシ」という（ 「民法ニ従ヒ債 者カ債務者ノ訴権ヲ行フ場合モ亦債務者ノ権利関係ヲ以テ債権者ニ移転スルモノナリ」という。この意味で、当事者変更であるという） 。また、脱退の申立てがない以上は、代位者は、原告もし は被告の「共同訴訟人ト看做ササルヲ得ス」 して、代位者は、 「独立ナル一ノ当事者ナリ他ノ主タル当事者ヲ補助スルモノ アラ 」とし、従属的地位を規定す 明治民訴法五四条二項の適用は排除されるとする（代位参加は、 「寧ロ従参加ノ関係ヲ消滅シ去ルヘキ訴訟行為ト謂フヘシ」という） 。
菊井＝兼子・前掲注 （８） 一一五頁以下は、中華民国民事訴訟法（昭和五（一九三〇）年二月二六日公布・昭和七（一九三二）
年五月二〇日施行）についての注釈であるが、日本 訴法との対比での説明がなされており、訴訟担任を規定する中華民国民訴法六一条の解説において 一般に両当事者の承諾する限り補助参加 が被参加人と交代することも解釈上認め得るであらう」という考え方が示されている（ 担任の具体例としては、 例へば債務者が訴へら た場合自ら該債権の権利者と主張する第三者が之を補助した後債務者に り原告に対し其の権利を争ふが如き 場合や「代理占有者が訴へられた場合本権利者が参加して之に代つて訴訟を担当するが如き」場合を挙げる） 。
前田・前掲注 （８） 一六九頁以下は、明治民訴法五八条の意義について、従参加人が被参加人（主たる当事者）に代わって、
当事者の地位で訴訟追行すること 認めるものであ 、 「訴訟物タル権利関係ハ従前ノ儘ニテ存続スルコトヲ云フ換言スレハ他人間ノ権利関係ニ付キ自ヲ訴訟当事者トシテ自己ノ名ニ於テ 行為ヲスルコトヲ云フ」 具体例として、主債務者側の従参加人である保証人が、当事者 して、主債務の不存在を主張して争い、そ 判決効を主債務者に及ぼす場合を挙げる。当事者の変更に準じることになるため、 全員の同意が必要であるとす が 訴訟担任 制度は、訴えの変更（訴訟物の変更）を伴うものではないとする。先述の保証人参加事例においても、訴訟物は、主債務から保証債務へ変更されることはない。前田説は、訴訟担任を、同意 よ 訴訟担 を許容する制度と理解するものであり この点 非常に興味深い見解といえる。
以上のように、訴訟担任に関する理解は明確であるとはいえないが、参加訴訟において、従（補助）参加人が、当事者とし















ものである。兼子体系・前掲注 （８） 三四七頁、小室直人「形成 訟 おける処分権主義・弁論主義の制限」 （初出一九七七）
 
同『訴訟物と既判力























間内に提訴ないし共同訴訟参加をしなかったＺの行動選択に対する評価にもかかわ が（高橋・前掲注 （１） 四七六頁注
参
照） 、Ｚに、Ｘによる訴えの取下げや請求の放棄の効力を否定できる牽制権能を付与すべしと解するのであれば、その根拠は、やはり、Ｘ敗訴判決の既判力とは異なる点に めることにな 。なお、Ｘが、訴え取下げや請求の放棄のように、自らの当事者性を否定する訴訟行為をする場合には、ＸからＺへ 当事者変更を認め 方向での議論がありうると考える。
（
（（）　






三木＝山本・前掲注 （１） 三二頁では、 「判決効が不利に及び、補助参加の利益を有する第三者は、共同訴訟的補助参加をす
ることができること、および、その場合には四五条二項の適用を排除する旨の規定を置く。ただし、被参加人が参加人を害する意図を有する場合には、加えて 四五条一項ただし書の適用も排除することとする。 」との立法提案がなされるが、その要件・効果が過不足のないものであるかは、さら 検討 要するといえよう。
（
（0）　
井上・前掲注 （１） 一四三頁以下、高橋・前掲注 （１） 四七一頁以下参照。なお、最判昭和六三年二月二五日民集四二巻二号一
二〇頁は、共同訴訟参加をすることが可能であったにもかかわらず、補助参加をした場合には、共同訴訟的補助参加として扱うことは相当ではない した。一般論として、共同訴訟参加できる場合 、補助参加という権利保護方式を選択することの適切性が否定されう こと 示唆す 点は妥当な判断ということができるが（同事件は、住民訴訟 出訴期間に関する理解 不安定であり、補助参加の申出者 共同 参加をす こ ができる を適切に判断することが困難な事案 ったようである） 、補助参加を適法としたうえで、補助参加人 地位・権限 参加類型の選択とを連動させる思考には問題があるように思われる。
（
（（）　
詐害防止参加の沿革については、徳田・前掲注 （１） 一六五頁以下、菱田・前掲注 （１） 法協一九〇二頁以下、畑・前掲注 （１）
一三四頁以下を参照。詐害防止 （旧民訴法七一条前段・現行民訴法四七条前段）は、明治民訴法の（準）主参加（明治民訴法五一条二項 を前身とするとされ が、詐害防止を目的とする（準）主参加の趣旨および規律内容 不明瞭である。
例えば、本多＝今村・前掲注 （８） 一七一頁は、 「本訴訟ノ当事者カ第三者ノ債権ヲ詐害スルノ目的ヲ以テ殊更ニ訴訟ヲ為ス
トキハ右第三者ハ其目的物ヲ直接ニ請求セサルコトアルモ其性質上訴訟ノ目的物ヲ請求スルト同一ナル故主参加ノ方法ヲ以テ本訴訟ヲ攻撃スルコトヲ得ヘキモノト規定セリ」という。（準）主参加が、参加訴訟における当事者の詐害的訴訟追行を牽制することを目的とする参加類型であることについては、共通の理解があったといえるが（民法上の 行為取消権 対比される） 、参加要件（定立する請求の内容） 等 規律内容については、詳細な説明がなされないのが、一般的であった（宮城・前掲注 （８） 二六八頁 深野・前掲注 （８） 一一三頁、高木・前掲注 （８） 二四九頁、佐伯・前掲注 （８） 八八頁、三坂 前掲注 （８） 六三頁等参照）早川・前掲注 （
（0） 一〇九頁は、原告と被告の共謀による債権侵害を要件とする「準主参加」を、詐害行為取消権（民四二四




曹會雑誌七巻二号（一九二九）一頁、岩澤彰二郎「権利参加に就て中島氏に議す（一） （二・完） 」法曹會雑誌七巻五号（一九二九）一頁、同巻六号（一九二九）一四頁、安武東一郎「民事訴訟法第七十一條及第七十五條の訴訟参加に就いて（一） （二）（三・完） 」法曹會雑誌八巻三号一頁、同巻四号六七頁、同巻五号一〇三頁（いずれも、一九二九） 、井上直三郎「民訴第七十一条による参加訴訟の構造」 （初出一九三〇）同『破産・訴訟の基本問題』 （有斐閣、一九七一）三五頁以下所収等がある。
（
（（）　





論〕 』 （有斐閣、一 八二）四 〇頁等があり、客観的な詐害的訴訟追行に着目する見解として、高橋・前掲注 （１） 五〇一頁、新堂・前掲注 （１） 八 八頁等がある。松本＝上野・前掲注 （１） 七八六頁以下も参照。
（
（（）　
兼子体系・前掲注 （８） 四一三頁では、反射効を受ける一般債権者について 「債務者が財産を隠匿の目的で相手方と馴合訴








しない）旨を唱える学説が有力であったといえる。例えば、長島＝森田・前掲注 （８） 八三頁以下は、 「 ノ当事者ノ何レカ一方ヲ補助スル趣旨ニ於テ其ノ訴訟ニ参加スルモノナル」として、詐害防止参加の目的を参加訴訟 請求 棄却（ないし認容）することにあると捉え 独自の請求を定立す こ 実質的 要求し い。また、中村・前掲注 （８） 八六頁以下は、詐害防止参加の目的を「馴合訴訟ノ防止ト訴訟的経済ニ在ル したうえで（同書九一頁） 詐害防止参加の請求 ついて 本訴ト同一ナル権利又ハ法律関係ヲ訴訟ノ目 ト為シ、唯 其存否ヲ争フベキモノデアル 本訴トハ別個ノ権利又ハ法律関係ヲ訴訟ノ目的ト為スガ如キハ。独立参加 目的限界ヲ逸脱スルモノニシテ、素ヨリ不適法デアル」 同書九八頁 として 明治民訴法における「準主参加） ついても同様であるとする） 、詐害防止参加の請求 独自 意味を見出さな 見解に立ち、さら詐害防止参加について「補助参加ノ殆ンド総ベテノ場合ガ之レニ該当スルコトトナル」 （同書一〇五頁）として、詐害防止参
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加を廃止すべしとする。その他、細野・前掲注 （８） 八五〇頁、中島・前掲注 （８） 三三一頁等も参照。
（
（（）　








注 （８） 三三五頁。細野・前掲注 （８） 三五八頁、前野・前掲注 （８） 一〇〇四頁も同旨） 。
（
（0）　

















































請求認容判決とがなされるのであれば、Ｚの利益保護を図ることができる。Ｚ主債務の不存在について、ＺＸ請求とＺＹ請求との間では統一的な判断がなされる必要があるが、ＸＹ請求との間では、そのような必要はないといえよう。もっとも、Ｚが補助参加する局面でＹ 、Ｚ主債務の存在を自白するという行動選択を採ることは想定し難く、あくまでも、思考上の想定に基づく議論にすぎない（実際には、主債務の存否について、三者間の請求において統一的 判断が されることになろう） 。
なお、以上の議論は、委託を受けた保証人の事前求償権に関する民法四五九条一項の「過失なく債権者に弁済すべき旨の裁
判の言渡しを受け」 （民法改正案四六〇条三号の「保証人が過失なく債権者に弁済すべき旨の裁判の言渡しを受けたとき」 ）いう要件の「過失なく」に関する解釈（具体的には、例えば、保証人が合理的な理由なく自白をすることが、 「過失」ありと評価されるか、という問題）とも関連する。
（
1（）　
高田・前掲注 （１） 六六四頁注㊵は、通常の補助参加について、 「詐害要件の充足を主張することによって、四七条の規律（四




で共同訴訟的補助参加の代替と て共同訴訟参加が導入されたとする理解は、立法経 を事実的側面からみた場合には妥当なものといえるかもしれな が、理論的側面からみ と、再考の余地があるよ に思われる。大正改正の議論では、補助参加人に対して当事者に付与されるべき牽制権能 認めるこ は背理であり、それを 消するためには 補助参加人を当事者として扱う必要がある、という思考が支配的であったといえ が、既に述べたとおり、そ 思考の合理性は疑わしいといえるからである。
当事者としての地位と牽制権能を切り離して理解することは、共同訴訟参加 意義についても再考を迫ることになろう 民













の統一的解決の実現を求め 参加人の利益を重視する理解を前提とする その利益が参加訴訟の判決によって危殆化されることを、 「権利が害され 」 含めるこ は背理ではな ように思われる。訴訟 論は、明文規定をもって許容性が認められている訴訟承継や共同訴訟参 だけでなく、第三者反 可否等も含めた主観的追加的併合論と 連関を視野 入れて、展開される必要があるように思われる。また、関連紛争 統一的解決 実現という観点からは、裁判所の裁量権限とされる事件（弁論）の分離・併合権限に関す 問題（明文規定がない場合におけ 弁論分離の禁止ないし弁 併合 強制 命ずる規制の可否をめぐる問題）についての検討も必要不可欠となろう。
（
（（）　
例えば、新堂・前掲注 （１） 八三五頁以下は、参加人が判決効を受けない場合には、 「参加人はみずからの権利を相手方との
間で、争う機会がある」 で、 「訴訟当事者の訴訟処分権を奪ってまで、合一確定の要請を貫く は行き過ぎ であるとして民訴法四〇条の準用を否定すべきであるという。
訴訟参加人の地位・権限に関する覚書859
五九
【追記】本稿は、平成二七年度科学研究費補助事業（学術研究助成基金助成金）基盤研究（Ｃ）の研究成果の一部である。また、
本稿の内容について、日本民事訴訟法学会関西支部研究会（二〇一六年一一月五日）において報告の機会を与えていただき、その際、多くの貴重なご教示を賜った。
なお、校正の段階で、長谷部由起子「共同訴訟的補助参加の課題」 、福本知行「共同訴訟的補助参加人の訴訟行為について」 、
鶴田滋「片面的独立当事者参加の訴訟構造」 （いずれも、徳田和幸先生古稀祝賀論文集『民事手続法の現代的課題と理論的解明』 〔弘文堂、二〇一七〕所収）に接した。
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